
4-4_機能要件_固定資産税（2.0版に向けた修正案）

項番 枝番 機能名
称

機能要件 通常版 限定機能版

1.2.1. 1

課税台帳
作成

課税台帳は、一筆または一画地ごとに、様式記載事項（地方税法施行規則第24号様式及び第27号様式に掲げる事項）に加え、
以下の情報（様式記載事項は除く）を管理（設定・保持・修正）できること。
賦課決定以降、任意のタイミングで現年度の土地（補充）課税台帳をコピーし、次年度向け土地（補充）課税台帳の作成がで
きること。
誤った修正をした場合にはその取り消しができること。
＜土地（補充）課税台帳情報＞
・土地登記情報
・土地現況情報
・土地評価情報（評価額※区分所有家屋の敷地の用に供する土地においては１筆全体の評価額）
・課税標準額関連情報（固定資産税の課税標準額（負担調整措置の適用がある場合は適用後の額）※区分所有家屋の敷地の
用に供する土地においては１筆全体の課税標準額、課税標準額の特例措置による軽減額、本則課税標準額）
・負担調整措置関連情報
・税額関連情報（相当税額、減免税額）
・納税義務者情報（共有情報を含む）
・納税義務者区分（登記上の権利者、地上権者、質権者、現所有者、使用者）
・適用する固定資産税の特例類型、根拠、特例率、適用開始年度、適用を受ける地積
・適用する固定資産税の非課税類型、根拠、適用開始年度、適用を受ける地積
・適用する固定資産税の不均一課税類型、根拠
・適用する固定資産税の減免類型、根拠、減免率、適用を受ける地積、適用を開始した日（納期）及び終了した日
・異動事由及び異動年月日
・更正事由及び更正年月日
・メモ
・課税処理保留フラグ
・物件番号（手入力若しくは自動採番いずれの方法によっても付番できること。なお、自動採番の採番ルールについては、各
事業者のパッケージ標準の採番ルールに従う。）
特例率及び減免率については、選択した特例類型、減免類型ごとに、あらかじめ設定された割合が自動入力されることとす
る。
適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型については、複数登録ができること。
軽減期間を経過した場合に、特例措置が適用されなくなること。
減免期間を経過した場合に、減免措置が適用されなくなること。

実装すべき 実装すべき ■No.6
・"誤った修正をした場合にはその取り消しができること。"といった記載がありますが、これは異動履歴を削除するような異動の取り消し機能ではな
く、誤った異動と同等の異動を再度行い、誤りを訂正することにより運用対応可能、要件を満たせていると考えております。取り消し処理を実装する
ことによって、異動を行った後の税額や所有者が変更となった土地で証明書が発行されているケースや、どのような異動が行われていたのか追うこと
ができなくなることや、賦課だけでなく、収納にも大きな影響を及ぼすといったデメリットが予測されます。実装すべき機能の記載欄に"再異動により
元の状態に戻すことが可能であること"といった旨の文言の追記もしくは、実装してもしなくても良い機能への記載を検討お願いします。
【事務局方針】
　ご指摘のとおり『"再異動により元の状態に戻すことが可能であること"といった旨の文言を追記』を検討いたします。

■No.8
・特例に関して税額に係るものなのか、課税標準額に係るものなのか、明記していただくことはできますでしょうか。
【事務局方針】
どちらも各課税台帳情報として管理するものです。
機能要件5.1.1.で両者の別を設定できることとしており、本項目ではそれらを設定できることとしています。

仕様を明確化させるため、機能要件1.2.1./2.2.1./3.1.1.の備考欄に以下の記載を追加するか検討いたします。
「適用する固定資産税の特例類型については、特例関連情報として設定した課税標準特例と税額特例どちらも管理の対象としている。」
※1.2.1.と2.2.1.、3.1.1.は同様の対応

■#6
非課税が2種類以上同時に適用されるケース、減免が2種類以上同時に適用されるケースについて、
想定される運用シーンをお示しください。
一般的に想定しがたい組み合わせと認識しております。
土地に関しては、特例が2種類以上同時に適用されるケースも稀と認識しております。
重複適用される特例を組み合わせで管理するなどのシステム対応により、運用できている場合は
標準対応できているとの理解を行っても問題無いか確認させていただきたい。
なお、複数が想定している件数について、最低～最大の想定があるのかご回答ください。
【事務局方針】
「重複適用される特例を組み合わせで管理する」代替運用を認めるかについて、検討いたします。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
・左記の事業者からのご意見（No.6）を踏まえ、仕様の明確化のため以下のとおり対応する方針です。
修正前：誤った修正をした場合にはその取り消しができること。
修正後：再異動により元の状態に戻すことが可能であること。

・左記の事業者からのご意見（No.8）を踏まえ、仕様の明確化のため以下のとおり対応する方針です。
機能要件1.2.1./2.2.1./3.1.1.の備考欄に以下の記載を追加する。
「適用する固定資産税の特例類型については、特例関連情報として設定した課税標準特例と税額特例どちらも管理の対象としている。」

【全団体】※1.2.1./2.2.1./3.1.2.における同様の論点
「適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型については、複数登録ができること。」の機能について、いくつかの事業者か
ら以下の代替運用で許容できないかご提案がありました。メリットとしては当該事業者のパッケージ改修費用が低くできること、デメ
リットとしては特例類型等の管理が煩雑になります。許容できるか、できないか確認させてください。
代替案：適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型について、あらかじめ複数適用されるパターンを１つの類型としてマス
タに登録しておき、複数適用する場合はその類型を設定する。

■限定機能版のみ
【全団体】
物件番号の手入力機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者が実装困難としているため、限定機能版においては
「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※手入力機能が実装されていない場合は、パッケージ標準の機能における自動採番ルールに従っていただく想定です。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

8 0 0

賛成：8団体

反対：2団体
H市、K市

概ね賛成いただきましたが、「特例類型
等の登録」について、代替案を以下のと
おり修正いたします。
なお、通常版においても対象となってお
りましたが、限定機能版のみの緩和案と
いたします。

代替案：適用する固定資産税の特例類
型、非課税類型、減免類型について、あ
らかじめ類型ごとに複数適用されるパ
ターンを１つの類型としてマスタに登録
しておき、複数適用する場合はその類型
を設定する。

【K市】
異なる種類の類型を跨いで、パターン作
成していただく想定ではございません。
例えば、重複適用が可能な課税標準の特
例どうしを、一つの特例類型として登録
していただく想定です。

1.2.5. 1

一の納税義務者に係る特例類型、非課税類型、不均一課税類型、減免類型の情報を、課税台帳上に一括で設定・修正できるこ
と。

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■限定機能版のみ
【全団体】
本機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装困難としているため、限定機能版に
おいては「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※パッケージ標準の機能に実装されない場合は、個別に設定いただく想定です。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

10 0 0

賛成：11団体 全団体から賛成いただいたため、事務局
方針のとおりといたします。

1.2.14
.

1

土地登記情報マスタ上で分合筆処理を行った場合に、次年度課税台帳に手動反映するか自動反映するか選択できること。ただ
し、登記原因年月日が賦課期日後から次年度課税台帳が作成されるまでの間においては自動反映されないこと。

実装すべき 実装すべき ■No.11
"手動反映するか自動反映するか選択できること"という記載がありますが、自動反映機能が必須機能であり、手動反映はオプション機能という認識で
す。
すでに自動反映が実現できているシステムに手動反映機能を追加することは冗長であり、改修規模が大きい。そのため、手動反映の運用が必須の団体
を対象に実装できるよう、手動反映機能については"実装してもしなくても良い機能"とすべきではないかと考えます。
【事務局方針】
本要件に対する各事業者の実現性評価の回答を踏まえ、要件緩和とするか検討いたします。

＜事務局方針＞
■限定機能版のみ
【全団体】
・本要件について、左記の事業者から意見、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者からからパッケージ標準機能として実装困
難又は実装していないとのことですので、限定機能版においては「実装してもしなくても良い機能」としてよろしいでしょうか。
※　パッケージ標準の機能に実装されない場合は、個別に異動処理をする運用を想定しております。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

10 0 0

賛成：11団体 全団体から賛成いただいたため、事務局
方針のとおりといたします。

1.2.23
.

1

課税標準
額、税額
等の試算

現年度及び過年度の固定資産税に係る課税標準額、税額等の試算ができること。 実装すべき 実装すべき ■No.69
土地や家屋についても「試算ができること」という要件が定義されているが、「試算結果を保存できること」という記述はない。償却にだけこの要件
があるか。また、保存した試算結果データをどうするのか不明なため、機能を搭載するべきか否か判断がしがたい。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版のみ
【全団体】
土地・家屋について、試算結果の保存機能は要件化されておりませんが、業務上必要であるか確認させてください。

土地
家屋

質
問

3 0 2

必要：3団体
F市、G市、I市

不要：8団体

ご意見が分かれたため、「実装してもし
なくても良い機能」といたします。

2.1.7. 1

分合棟処
理

分棟・合棟処理（誤った処理を行った場合には、その取り消し）ができること。 実装すべき 実装すべき ■No.15
中、小規模の自治体においては、分合棟の運用を行いたいといった要望を受けたことがなく、改修規模も非常に大きく、過剰機能ではないかと考えま
す。
分合筆の運用を必要としている団体を対象に実装する"実装してもしなくても良い"機能にすべきではないかと考えます。
【事務局方針】
本要件に対する各事業者の実現性評価の回答を踏まえ、要件緩和とするか検討いたします。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
※2.1.7.と2.2.14.の機能については同様の対応といたします。

【全団体】
多くの事業者のパッケージ標準の機能として実装されていないため、本機能を通常版と限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い
機能」としたいと思いますが、いかがでしょうか。
また、現行運用上の分合棟処理の方法を確認させてください。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

9 0 0

賛成：11団体 概ね賛成いただいたため、事務局方針の
とおりといたします。

2.2.1. 1

課税台帳
作成

課税台帳は、一棟ごとに、様式記載事項（地方税法施行規則第25号様式に掲げる事項）に加え、以下の情報（様式記載事項は
除く）を管理（設定・保持・修正）できること。
賦課決定以降、任意のタイミングで現年度の家屋（補充）課税台帳をコピーし、次年度向け家屋（補充）課税台帳の作成がで
きること。
＜家屋（補充）課税台帳情報＞
・家屋登記情報
・家屋現況情報
・家屋評価情報（評価額）
・課税標準額関連情報（固定資産税の課税標準額、課税標準額の特例措置による軽減額）
・税額関連情報（相当税額、減免税額、軽減税額）
・納税義務者情報（共有情報を含む）
・納税義務者区分（登記上の権利者、地上権者、質権者、現所有者、使用者）
・区分所有情報（持分割合、部屋番号、軽減対象床面積、専有部分の床面積、共用部分の床面積、1棟全体の床面積）
・適用する固定資産税の特例類型、特例率、適用開始年度、適用を受ける床面積
・適用する固定資産税の非課税類型、適用開始年度、適用を受ける床面積
・適用する固定資産税の不均一課税類型、適用を受ける床面積
・適用する固定資産税の減免類型、減免率、適用を受ける床面積、適用を開始した日（納期）及び、終了した日
・異動事由及び異動年月日
・更正事由及び更正年月日
・メモ
・増改築フラグ
・課税処理保留フラグ
・物件番号（手入力若しくは自動採番いずれの方法によっても付番できること。なお、自動採番の採番ルールについては、各
事業者のパッケージ標準の採番ルールに従う。）
特例率及び減免率については、選択した特例類型、減免類型ごとに、あらかじめ設定された割合が自動入力されることとす
る。
適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型については、複数登録ができること。
軽減期間を経過した場合に、特例措置が適用されなくなること
減免期間を経過した場合に、減免措置が適用されなくなること。

実装すべき 実装すべき ■No.8
・特例に関して税額に係るものなのか、課税標準額に係るものなのか、明記していただくことはできますでしょうか。
【事務局方針】
どちらも各課税台帳情報として管理するものです。
機能要件5.1.1.で両者の別を設定できることとしており、本項目ではそれらを設定できることとしています。

仕様を明確化させるため、機能要件1.2.1./2.2.1./3.1.1.の備考欄に以下の記載を追加するか検討いたします。
「適用する固定資産税の特例類型については、特例関連情報として設定した課税標準特例と税額特例どちらも管理の対象としている。」
※1.2.1.と2.2.1.、3.1.1.は同様の対応

■No.17
・所在、所在地、地番、所在地番と書き分けられていますが、すべて異なる意味合いなのでしょうか。
それぞれの違いを明確にしていただけると助かります。
【事務局方針】
事務局で検討する方針です。
※2.2.1.と2.2.12.は同様の対応

■#18
非課税が2種類以上同時に適用されるケース、減免が2種類以上同時に適用されるケースについて、
想定される運用シーンをお示しください。
一般的に想定しがたい組み合わせと認識しております。
土地に関しては、特例が2種類以上同時に適用されるケースも稀と認識しております。
重複適用される特例を組み合わせで管理するなどのシステム対応により、運用できている場合は
標準対応できているとの理解を行っても問題無いか確認させていただきたい。
なお、複数が想定している件数について、最低～最大の想定があるのかご回答ください。
【事務局方針】
「重複適用される特例を組み合わせで管理する」代替運用を認めるかについて、検討いたします。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版

・左記の事業者からご意見（No.8）を踏まえ、仕様の明確化のため以下のとおり対応する方針です。
　※1.2.1.と同様の対応。
機能要件1.2.1./2.2.1./3.1.1.の備考欄に以下の記載を追加する。
「適用する固定資産税の特例類型については、特例関連情報として設定した課税標準特例と税額特例どちらも管理の対象としている。」

・左記の事業者から質問（No.17）については、2.2.12.家屋現況情報の要件で整理いたします。

■限定機能版のみ
【全団体】
物件番号の手入力機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者が実装困難としているため、限定機能版においては
「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※手入力機能が実装されていない場合は、パッケージ標準の機能における自動採番ルールに従っていただく想定です。

【全団体】※1.2.1./2.2.1./3.1.2.における同様の論点
「適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型については、複数登録ができること。」の機能について、左記の事業者から以
下の代替運用で許容できないかご提案がありました。メリットとしては当該事業者のパッケージ改修費用が低くできること、デメリット
としては特例類型等の管理が煩雑になります。許容できるか、できないか確認させてください。
代替案：適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型について、あらかじめ複数適用されるパターンを１つの類型として、マ
スタに登録しておき、複数適用する場合はその類型を設定する。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

8 1 0

賛成：9団体

反対：2団体
H市、K市

#1と同様

2.2.7. 1

一の納税義務者に係る特例類型、非課税類型、不均一課税類型、減免類型の情報を、課税台帳上に一括で設定・修正できるこ
と。

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■限定機能版のみ
【全団体】
本機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装困難としているため、限定機能版に
おいては「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※パッケージ標準の機能に実装されない場合は、個別に設定いただく想定です。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

10 0 0

賛成：11団体 #2と同様

2.2.14
.

1

分合棟処
理

分棟・合棟処理（誤った処理を行った場合には、その取り消し）ができること。 実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
※2.1.7.と2.2.14.の機能については同様の対応といたします。

【全団体】
多くの事業者のパッケージ標準の機能として実装されていないため、本機能を通常版と限定機能版ともに、「実装してもしなくても良い
機能」としたいと思いますが、いかがでしょうか。
また、現行運用上の分合棟処理の方法を確認させてください。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

9 0 0

賛成：11団体 #5と同様

団体回答結果
賛
成
反
対

標準仕様書 方
針

事業者からの実現性評価の結果を踏まえた事務局方針
※要件緩和などの検討。

参考：事業者からの疑義事項

実現性評価に対する対応

業務 事務局方針区
分

不
明

1/4



項番 枝番 機能名
称

機能要件 通常版 限定機能版

団体回答結果
賛
成
反
対

標準仕様書 方
針

事業者からの実現性評価の結果を踏まえた事務局方針
※要件緩和などの検討。

参考：事業者からの疑義事項 業務 事務局方針
区
分

不
明

3.1.1. 1

課税台帳
作成

償却資産課税台帳は、納税義務者ごとに、様式記載事項（地方税法施行規則第26号様式、別表1、別表2に掲げる事項）に加
え、以下の情報（様式記載事項は除く）を管理（設定・保持・修正）できること。
＜償却資産課税台帳情報＞
・申告情報
・申告内容確認調査結果情報
・増加償却率情報
・税額関連情報（相当税額、減免税額）
・納税義務者情報（共有情報を含む）
・申告書等の発送情報
・一品ごとの適用する特例類型、特例率、適用開始年度
・一品ごとの適用する非課税類型、適用開始年度
・適用する固定資産税の不均一課税類型
・一品ごとの適用する減免類型、減免率、適用を開始した日及び終了した日
・更正事由及び更正年月日
・申告受付日
・申告区分（全資産申告、増減資産申告）
・電算処理フラグ
・サマリ入力フラグ
・申告種類（書面、eLTAX）
・管理方法区分（資産なし、廃業等（市外転出も含む。）、新規）
・価格決定区分（市町村、総務大臣、都道府県知事、その他）
・課税区分（申告、みなし課税、推計課税）
・償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき作成停止フラグ
・プレ申告データの作成停止フラグ
・1/1（元旦）取得フラグ
・課税処理保留フラグ
・資産増減区分（増減あり、増減なし）
・催告書発送情報
・一品ごとの登録年度(入力時に自動登録されること）
・メモ
・対応経過の記録
・物件番号（手入力若しくは自動採番いずれの方法によっても付番できること。なお、自動採番の採番ルールについては、各
事業者のパッケージ標準の採番ルールに従う。）

実装すべき 実装すべき ■No.8
・特例に関して税額に係るものなのか、課税標準額に係るものなのか、明記していただくことはできますでしょうか。
【事務局方針】
どちらも各課税台帳情報として管理するものです。
機能要件5.1.1.で両者の別を設定できることとしており、本項目ではそれらを設定できることとしています。

仕様を明確化させるため、機能要件1.2.1./2.2.1./3.1.1.の備考欄に以下の記載を追加するか検討いたします。
「適用する固定資産税の特例類型については、特例関連情報として設定した課税標準特例と税額特例どちらも管理の対象としている。」

※1.2.1.と2.2.1.、3.1.1.は同様の対応

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
・不均一課税類型の管理については、いくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装しておりませんが、法令に基づく事務を実現す
るための項目であるため、変更なしといたします。

・左記の事業者から質問（No.8）を踏まえ、仕様の明確化のため以下のとおり対応する方針です。
　※1.2.1.と同様の対応。
機能要件1.2.1./2.2.1./3.1.1.の備考欄に以下の記載を追加する。
「適用する固定資産税の特例類型については、特例関連情報として設定した課税標準特例と税額特例どちらもを管理の対象としてい
る。」

■限定機能版のみ
【全団体】
物件番号の手入力機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者が実装困難としているため、限定機能版においては
「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※手入力機能が実装されていない場合は、パッケージ標準の機能における自動採番ルールに従っていただく想定です。

償却 変
更
あ
り

質
問

8 0 1

賛成：9団体

不明：1団体

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

3.1.2. 1

特例率及び減免率については、選択した特例類型、減免類型ごとに、あらかじめ設定された割合が自動入力されることとす
る。
適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型については、複数登録ができること。
軽減期間を経過した場合に、特例措置が適用されなくなること。
減免期間を経過した場合に、減免措置が適用されなくなること。
作成停止フラグについては、償却資産申告書・種類別明細書・申告はがきごとに個別及び一括で設定できること。

実装すべき 実装すべき ■#27
特例、非課税、減免を「複数登録」できるとはどういう意味でしょうか？
同じ物件で非課税を2種類登録するとの意味でしょうか？それとも、
特例+減免、非課税+減免のように登録できるとの意味でしょうか？
非課税を複数種類1つの物件に登録することは無いため、要件から除いていただきたいと思います。
また、特例についても、組み合わせで複数の特例が管理できれば要件を満たすとしていただきたい。
また、「複数」とはいくつを想定されているのか確認したい。
【事務局方針】
「重複適用される特例を組み合わせで管理する」代替運用を認めるかについて、検討いたします。

＜事務局方針＞
■限定機能版のみ
【全団体】※1.2.1./2.2.1./3.1.2.における同様の論点
「適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型については、複数登録ができること。」の機能について、いくつかの事業者か
ら以下の代替運用で許容できないかご提案がありました。メリットとしては当該事業者のパッケージ改修費用が低くできること、デメ
リットとしては特例類型等の管理が煩雑になります。許容できるか、できないか確認させてください。
代替案：適用する固定資産税の特例類型、非課税類型、減免類型について、あらかじめ複数適用されるパターンを１つの類型として、マ
スタに登録しておき、複数適用する場合はその類型を設定する。

償却 変
更
あ
り

質
問

5 1 3

賛成：6団体

反対：1団体
K市

不明：3団体
C市、G市、I市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

3.1.7. 1

一の納税義務者に係る特例類型、非課税類型、不均一課税類型、減免類型の情報を、課税台帳上に一括で設定・修正できるこ
と。

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
※2.2.7.と同様の方針。

■通常版のみ
本機能について、大規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装していないとしておりますが、業務
効率化に寄与する機能であるため、変更なしといたします。

■限定機能版のみ
【全団体】
本機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装困難としているため、限定機能版に
おいては「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※パッケージ標準の機能に実装されない場合は、個別に設定いただく想定です。

償却 変
更
あ
り

質
問

8 0 1

賛成：9団体
※I市は条件付きの賛成

不明：1団体
G市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

3.1.9. 1

申告書作
成

次年度向け償却資産課税台帳の情報を基に償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき・種類別明細書（閲覧用）が作成でき
ること。
作成にあたっては以下の条件を選択できること。
・取得価額の印字有無
・次年度向け課税台帳の情報を基に仮算定した評価額、決定価格、課税標準額について、それぞれの印字有無

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
【全団体】
以下の機能について、いくつかの事業者からパッケージ標準機能として実装していないとの意見がありました。
「作成にあたっては以下の条件を選択できること。…
　・次年度向け課税台帳の情報を基に仮算定した評価額、決定価格、課税標準額について、それぞれの印字有無」

現行運用において、次年度向け償却資産課税台帳を基に償却資産申告書・種類別明細書を作成する際に、以下のいずれかに該当するかご
教示ください。
①仮算定した評価額、決定価格、課税標準額すべてを印字
②仮算定した評価額、決定価格、課税標準額すべて印字していない
③その他（評価額のみ印字しているなど。）

■限定機能版のみ
【全団体】
「申告はがき」について、小規模団体向けの製品を有する多くの事業者がパッケージ標準機能として実装していないとのことであるた
め、限定機能版においては「実装してもしなくても良い帳票」としたいと思いますがよろしいでしょうか。

償却 変
更
あ
り

質
問

5 1 1

【償却資産申告書・種類別明細
書の印字】
①：なし
②：4団体
D市、E市、I市、K市
③：5団体
A市、C市、F市、G市、J市

【申告はがきについて】
賛成：7団体
反対：1団体　G市
不明：1団体　C市

ご意見を踏まえ、通常版・限定機能版に
ついては「それぞれの印字有無」を残す
こととします。

限定機能版については、事務局方針のと
おりとします

3.1.12
.

1

申告書発
送情報管
理

償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき・プレ申告データ・種類別明細書（閲覧用）の発送情報の管理（設定・保持・修
正）ができること。
＜申告書等の発送情報＞
・発送日
・発送/停止希望情報
・前年の発送/停止希望情報
・発送物情報（償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき・プレ申告データ・種類別明細書（閲覧用）の別）

実装すべき 実装すべき ■No.24
償却資産申告書・申告はがき・プレ申告データすべての発送情報を個別に管理する必要はありますでしょうか。申告書枠を１つ用意し、上記３つのう
ちいずれかの発送情報が管理できればよいと考えておりますが、認識に問題はないでしょうか。
【事務局方針】
本要件に対する各事業者の実現性評価の回答を踏まえ、要件緩和とするか検討いたします。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
・「発送/停止希望情報」については、3.1.1.における「・償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき作成停止フラグ」、「・プレ申告
データの作成停止フラグ」と重複するため削除いたします。また、前年の発送/停止希望情報については、前年度のデータを参照いただく
ことととし、削除いたします。
・要件の整合性をとるため、3.1.1.の管理項目に「申告書等の発送情報」を追加いたします。

【全団体】
・現行運用を確認させてください。
　（１）紙の「償却資産申告書」と「種類別明細書」を送付する際に一緒に送付しているか。
　（２）紙の「償却資産申告書」と「種類別明細書」を送付した際に、紙の「申告はがき」を送付しているか。
　（３）紙の「種類別明細書（閲覧用）」を送付しているか。
　（４）紙の「償却資産申告書」・「種類別明細書」・「申告はがき」・「種類別明細書（閲覧用）」を送付した場合に、電子データの
「プレ申告データ」をeLTAXにアップロードしているか。

・現時点案としては、以下のとおり要件化する方針ですが、１つ以上の申告書等の発送情報が管理できれば良いか確認させてください。
※例：申告はがきを送付した後に、償却資産申告書及び種類別明細書を送付した場合は、申告はがきの発送日に対して償却資産申告書及
び種類別明細書の発送日で上書きして管理する想定です。

『１つ以上の申告書等の発送情報の管理（設定・保持・修正）ができること。
　＜申告書等の発送情報＞
　・発送日
　・発送/停止希望情報
　・前年の発送/停止希望情報
　・発送物名称（償却資産申告書及び種類別明細書・申告はがき・プレ申告データ・種類別明細書（閲覧用）の別）　』

償却 変
更
あ
り

質
問

4 1 0

（１）送付している：8団体
　　　送付していない：0団体
　　　その他：1団体　I市

（２）送付している：0団体
　　　送付していない：8団体
　　　その他：1団体　F市

（３）送付している：2団体
　　　E市、F市
　　　送付していない：3団体
　　　C市、D市、J市
　　　その他：4団体
　　　A市、G市、I市、K市

（４）アップロードする：1団体
　　　G市
　　　アップロードしない：5団体
　　　C市、E市、F市、I市、K市
　　　その他：2団体
　　　A市、J市

限定機能版については、事務局方針のと
おりとし、通常版については標準仕様書
記載のとおりとします。

3.1.13 1

償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき・プレ申告データ・種類別明細書（閲覧用）について、以下の条件を指定し、発
送物別に送付停止処理ができること。
＜送付停止条件＞
　・前年度の課税標準額が一定額以下の場合
　・廃業や資産譲渡等により申告する資産がない場合
　・発送/停止希望情報
　・プレ申告データを作成した納税義務者の場合、紙の申告書等を作成しないこと

実装すべき 実装すべき ■No.25
＜送付停止条件＞にいくつか条件を記載いただいていますが、敢えて指定できる入力パラメータとする必要はないのではないでしょうか。
前年度の課税標準額が一定額以下の場合に、申告はがきを利用しない団体以外は画面入力パラメータで制御する必要はないかと思います。
(※申告はがきを利用しない運用を認めない場合は画面入力パラメータも不要)
廃業や資産譲渡等により申告する資産がない場合は発送する必要はないと考えています。敢えて送付する運用を行っている団体は聞いたことがありま
せん。
また、配送停止を希望されている場合や、プレ申告データを作成した納税義務者の場合も、例外なく送付停止してもよいと考えます。
条件を指定するのではなく、処理ロジックとして実装されていれば要件を満たすと思いますので、"＜送付停止条件＞に該当する場合、送付停止処理を
行えること"といった文言に変更すべきではないかと思います。
【事務局方針】
本要件に対する各事業者の実現性評価の回答を踏まえ、要件緩和とするか検討いたします。

＜事務局方針＞
【全団体】
■通常版・限定機能版
左記事業者の質問や、多くの事業者においてパッケージ標準の機能として実装されていないとの回答がありました。
ただし、業務効率化に資する機能であるため、通常版においては変更なしとし、限定機能版においては実装してもしなくても良い機能と
したと思いますが、いかがでしょうか。

なお、3.1.1.や3.1.12.との整合性をとるため、要件を以下のとおり修正いたします。
修正前：省略
修正後：
償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき・種類別明細書（閲覧用）作成停止フラグ、プレ申告データの作成停止フラグについて、以
下の条件を指定し、発送物別に送付停止処理がそれぞれ一括で設定できること。
＜送付停止条件＞
　・前年度の課税標準額が一定額以下の場合
　・廃業や資産譲渡等により申告する資産がない場合
　・発送/停止希望情報
　・プレ申告データを作成した納税義務者の場合、（紙の申告書等を作成しないこと）

※3.1.1.における「償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき」を「償却資産申告書・種類別明細書・申告はがき・種類別明細書（閲
覧用）作成停止フラグ」に修正予定。

償却 変
更
あ
り

質
問

8 0 1

賛成：9団体

不明：1団体
I市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

3.1.17
.

1

電子申告
情報登録
（eLTAX
連携）

eLTAXと連携して、電子申告情報を更新・管理（設定・保持・修正）できること。
修正申告についても取り込むことができること。
資産多数による複数回の分割申告の種類別明細書についても取り込むことができること。
取り込んだ申告情報を、現年度の償却資産課税台帳に一括で反映できること。反映に際して前年度の償却資産課税台帳との差
分が表示され、確認できること。

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
当該機能の実現にあたって、外付けツールを用いた実装方法でも可とする旨を備考に追記いたします。

■限定機能版のみ
　【全団体】
「反映に際して前年度の償却資産課税台帳との差分が表示され、確認できること。」について、小規模団体向けの製品を有するいくつか
の事業者が実装困難としているため、限定機能版においては「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょう
か。

償却 変
更
あ
り

質
問

7 0 2

賛成：8団体

不明：2団体
C市、G市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

2/4



項番 枝番 機能名
称

機能要件 通常版 限定機能版

団体回答結果
賛
成
反
対

標準仕様書 方
針

事業者からの実現性評価の結果を踏まえた事務局方針
※要件緩和などの検討。

参考：事業者からの疑義事項 業務 事務局方針
区
分

不
明

3.1.21
.

1

申告内容
確認調査
結果情報
管理

申告内容確認調査（電話確認、資料提供依頼、実地調査）結果情報を管理（設定・保持・修正）できること。

＜申告内容確認調査結果情報＞
・調査日
・確認結果
・調査方法（電話確認、資料提供依頼、実地調査）

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■限定機能版のみ
【全団体】
本機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装困難としているため、限定機能版に
おいては「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※パッケージ標準の機能に実装されない場合は、償却資産課税台帳のメモ（3.1.1.）にて管理いただく想定です。

償却 変
更
あ
り

質
問

7 0 2

賛成：8団体

不明：2団体
C市、G市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

3.1.23
.

1

増加償却
率管理

増加償却率の設定を任意で更新できること。

＜増加償却率情報＞
・増加償却届出フラグ
・例外耐用年数適用区分
・適用月数（3つ以上保持できること。）
・増加率（3つ以上保持できること。）

実装すべき 実装すべき ■No.27
・"例外耐用年数適用区分"とはどういった情報を管理する区分なのでしょうか。

・適用区分、増加率について"3つ以上保持できること"といった記載がありますが、これは1つの資産について3つ以上の適用区分、増加率を管理できる
ということなのか、3つ以上の資産それぞれについて適用区分、増加率を設定できることなのか、どちらの意図の記載なのでしょうか。
【事務局方針】
（前段について）要件の詳細化を検討いたします。

（後段について）前者の「1つの資産について3つ以上の適用区分、増加率を管理できる」を想定しております。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
（１）
「・適用月数（3つ以上保持できること。）
　・増加率（3つ以上保持できること。）」について、多くの事業者からパッケージ標準の機能に実装していないとの意見があったため、
以下のとおり要件緩和いたします。
修正後：「・適用月数（2つ以上保持できること。）
　　　　　・増加率（2つ以上保持できること。）」

（２）
左記事業者の質問を基に、要件を明確化するため以下のとおり修正いたします。
修正前：省略
修正後：１つの資産について、増加償却率の設定を任意で更新できること。
　　　　…

（３）
【全団体】
例外耐用年数適用区分について、区分内の項目の詳細化をいたします。
下記以外の区分があるか確認させてください。
・中古見積耐用年数
・耐用年数省令第3条の規定により見積もった耐用年数
・短縮耐用年数
・耐用年数の短縮について、国税局長の承認を受けた時の耐用年数

償却 変
更
あ
り

質
問

6 0 0

（１）賛成：10団体

（２）賛成：10団体

（３）賛成：8団体
　　　意見：2団体　A市、I市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。

3.1.27
.

1

取得価額
及び評価
額の補正

固定資産評価基準第３章第１節十一に基づき、評価額の補正ができること。
また、同節十二の規定に基づき、取得価額の補正ができること。

実装すべき 実装すべき ■No.29
補正というのは、補正率で補正をかけることではなく、金額を補正（修正）できることという認識であっていますでしょうか。
【事務局方針】
要件の詳細化を検討いたします。

＜事務局方針＞
左記事業者の質問（No.29）を踏まえ、要件の詳細化を検討いたします。
以下について確認させてください。
【全団体】
現行の補正の方法として、以下の方法が考えられますが、充足しておりますでしょうか。
①評価額に対して一定の割合を乗じて補正する。
②評価額から一定の価額を減額して補正する。

償却 変
更
あ
り

質
問

4 0 1

賛成：6団体

反対：1団体　C市

不明：1団体

意見：2団体　G市、K市

ご意見を踏まえ、①及び②に加え、評価
額を強制入力（手入力）可能とする記載
を追記します。

3.1.28
.

1

課税標準
額、税額
等の試算

償却資産課税台帳上の情報に基づいて、評価額、課税標準額、税額等の試算ができること。 実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■限定機能版のみ
【全団体】
本機能について、小規模団体向けの製品を有するいくつかの事業者がパッケージ標準機能として実装困難としているため、限定機能版に
おいては「実装してもしなくても良い機能」としたいと思いますがよろしいでしょうか。
※パッケージ標準の機能に実装されない場合は、問い合わせ時等に別途Excel等で手計算いただく想定です。

償却 変
更
あ
り

質
問

7 0 2

賛成：8団体

不明：1団体
G市

意見：1団体
I市

賛成いただきましたので、事務局方針の
とおりとします。
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項番 枝番 機能名
称

機能要件 通常版 限定機能版

団体回答結果
賛
成
反
対

標準仕様書 方
針

事業者からの実現性評価の結果を踏まえた事務局方針
※要件緩和などの検討。

参考：事業者からの疑義事項 業務 事務局方針
区
分

不
明

6.5.4. 1

減免について、期割、月割のどちらにも対応することができ、期別、月別の減免額を自動で算出できること。 実装すべき 実装すべき ■No.35・期割と月割の選択は減免類型毎なのか、人毎なのか、システム全体なのか、いずれを想定していますでしょうか。
【事務局方針】
要件の明確化を検討いたします。

＜事務局方針＞
　【全団体】
　事業者から、減免について期割と月割の選択をどの単位で設定すべきか質問がありました。事務局としては減免類型ごとに、期割・月
割を設定できれば良いと考えますが、問題ないか確認させてください。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

7 1 0

賛成：8団体

反対：2団体
A市、I市

概ね賛成いただいたため、事務局方針の
とおりといたします。

6.6.3. 1

未申告事
業者催告
処理

抽出した未申告事業者に対し、催告書を作成できること。
催告書の発送情報の管理（設定・保持・修正）ができること。

＜催告書発送情報＞
・発送履歴
・発送有無
・発送日
・催告日
・発送停止フラグ

実装すべき 実装すべき ＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
【全団体】
各事業者のご意見を踏まえて以下のとおり要件を整理いたしますが、問題ないか確認させてください。
※発送履歴、発送有無、発送日については催告年月日にて確認いただく運用を想定しております。

修正前：省略
修正後：
抽出した未申告事業者に対し、催告書を作成できること。
催告書の発送情報の管理（設定・保持・修正）ができること。

＜催告書発送情報＞
・発送履歴
・発送有無
・発送日
・催告年月日
・発送停止フラグ

償却 変
更
あ
り

質
問

8 1 0

賛成：9団体

反対：1団体
G市

履歴を保持できる機能については別途要
件化（10.1.1）していることから、本要
件ではなく、10.1.1により対応すること
としてはいかがでしょうか。

7.1.1. 1

減免類型
マスタ管
理

固定資産税について、減免の類型ごとに減免関連情報を管理（設定・保持・修正）できること。

＜減免関連情報＞
・減免名称
・減免事由
・減免割合
・減免の対象年度
・対象資産（土地、家屋、償却資産）
・減免期間

実装すべき 実装すべき ■#45
「〇〇まで取得」とは、償却資産のみに対する機能要件と理解して良いでしょうか。

【事務局方針】
　減免に必要な情報ではないと思われるため、備考欄に記載している「○○までに取得」といった文言を削除する方向で検討します。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
・「減免名称」と「減免事由」が同様の項目であるため、「減免名称」に統一いたします。

【全団体】
・対象年度については特例や非課税における概念のため不要と考えます。よって下記のとおり管理項目から「減免の対象年度」を削除
し、備考欄を下記のとおり修正してもよろしいでしょうか？

＜減免関連情報＞
・減免名称
・減免事由
・減免割合
・減免の対象年度
・対象資産（土地、家屋、償却資産）
・減免期間』

備考欄
『・主な減免類型については、システム上にあらかじめ設定されていることも可とする。
・対象年度、減免期間とは、「○○までに取得した固定資産について、△△年度分の税額を1/2とする。」との減免があった場合に、「○
○まで」が対象期間、「△△年度分」が減免期間となる。』

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

8 1 0

賛成：9団体

反対：1団体
K市

概ね賛成いただいたため、事務局方針の
とおりといたします。

【K市】
原則として、不均一課税への対応は、
6.1.2.の機能を用いていただく想定で
す。
仮に、令和３年度～令和６年度の間の不
均一課税を、減免機能を用いて実現する
場合、「３年度分の減免類型」「２年度
分の減免類型」「１年度分の減免類型」
を作っていただく想定です。

10.1.1
.

1

履歴管理 本標準仕様書上で管理（設定・保持・修正）することとしている全ての情報について、履歴を保持できること。 実装すべき 実装すべき ■No.39
"本標準仕様書上で管理（設定・保持・修正）することとしている全ての情報"との記載がありますが、特例・減免・非課税等の類型を管理するための
情報（台帳管理していない情報）に対しても履歴管理は必須なのでしょうか。他業務でもその様な記載は見当たらず、固定資産税機能のみ実装を行う
のは過剰機能かと思います。"台帳管理していない情報を除く"、"特例・減免・非課税等の類型を管理するマスタ以外"といった旨の文言を追記いただ
けないでしょうか。
【事務局方針】
本要件に対する各事業者の実現性評価の回答を踏まえ、要件緩和とするか検討いたします。

＜事務局方針＞
■通常版・限定機能版
【全団体】
・各事業者の意見を踏まえ、特例類型マスタ、非課税類型マスタ、不均一課税類型マスタ、減免類型マスタの履歴管理機能については不
要な機能として整理したいと思いますが、問題ないでしょうか。

【全団体】
・償却資産課税台帳の履歴管理機能について、パッケージ標準の機能にないとする事業者のご意見があります。
　償却資産課税台帳の履歴管理機能の必要性について確認させてください。
　※過年度の課税台帳は管理できる前提です。

土地
家屋

変
更
あ
り

質
問

5 3 0

賛成：7団体

反対：3団体
G市、I市、K市

特例類型等の履歴を管理する機能を「実
装してもしなくても良い機能」といたし
ます。
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